
宮崎県子育て支援乳幼児医療費助成事業費補助金交付要綱

昭和４９年４月１日

福祉保健部こども政策課

（趣旨）

第１条 県は、乳幼児の保護者の経済的負担を軽減するとともに乳幼児の福祉の向上を図るた

め、予算で定めるところにより乳幼児の医療費助成事業を行う市町村に対し補助金を交付す

るものとし、その交付については、補助金等の交付に関する規則（昭和３９年宮崎県規則第

４９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（補助対象経費及び補助率）

第２条 補助金の交付の対象となる経費及びそれについての補助額は、別表のとおりとする。

（申請書に添付すべき書類）

第３条 規則第３条第４号の規定により補助金交付申請書に添付すべき書類は、子育て支援乳

幼児医療費助成事業費補助金所要額調書とする。

（申請の取下げのできる期間）

第４条 規則第８条第１項の規定により、申請の取下げのできる期間は、補助金の交付決定の

通知を受領した日から１０日を経過した日とする。

（補助金の交付方法）

第５条 この補助金は、精算払により交付する。ただし、知事が必要と認めるときは、概算払

により交付することができる。

（状況報告）

第６条 規則第１１条の規定による状況報告は、指定する日現在における遂行状況を、子育て

支援乳幼児医療費助成事業遂行状況総括表により、指定する期日までに行わなければならな

い。

（実績報告）

第７条 規則第１４条第１項の規定による実績報告は、補助事業実績報告書に次の書類を添え

て、補助事業の完了の日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付決定のあった年

度の翌年度の４月２０日のいずれか早い期日までにしなければならない。

（１）子育て支援乳幼児医療費助成事業費補助金精算書

（２）事業実績書

（３）歳入歳出決算（見込み）書

（書類の整備等）

第８条 補助金の交付を受けた市町村長は、この補助事業に係る書類を整備し、当該年度終了

後５年間保存しなければならない。

（補助金の返還）

第９条 知事は、補助金の交付を受けた市町村長が、次の各号のいずれかに該当するときは、

期限を定めて、すでに交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることがある。

（１）提出書類に虚偽の記載があったとき。

（２）事業の執行が著しく適正を欠くと認められたとき。



（３）その他規則又はこの要綱に違反したとき。

（書類の提出部数）

第10条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類の部数は、それぞれ１部とし、

その様式は、規則に定めのあるものを除き、別記に定めるところによる。

附 則

１ この要綱は、昭和４９年度の予算に係る宮崎県乳幼児医療費助成事業費補助金から適用す

る。

附 則

１ この要綱は、昭和５７年８月１３日から施行する。ただし、別表及び別記様式第１号の改

正規定中１人当たり月額控除単価に係る部分は、昭和５７年１０月１日から施行する。

２ この要綱による改正後の宮崎県乳幼児医療費助成事業費補助金交付要綱の規定（別表及び

別記様式第１号の改正規定中１人当たり月額控除単価に係る部分は除く。）は、昭和５７年

度の予算に係る補助金から適用する。

附 則

１ この要綱は、昭和６１年１月２０日から施行する。ただし、別表の改正規定中３歳に達す

る日の属する月の末日までの者に係る部分は、昭和６１年４月１日から、児童手当法第５条

第１項に規定する政令で定める額を越えない者に係る部分は、同年６月１日から施行する。

２ この要綱による改正前の宮崎県乳幼児医療費助成事業費補助金交付要綱の規定により補

助対象経費とされている昭和６０年度中に３歳児である乳幼児の保険給付に係る助成につ

いては、なお、従前の例による。

附 則

この要綱は、平成５年４月１日から施行し、平成５年度の予算に係る宮崎県乳幼児医療費助

成事業費補助金から適用する。

附 則

１ この要綱は、平成６年４月１日から施行し、平成６年度の予算に係る宮崎県乳幼児医療費

助成事業費補助金から適用する。

２ 改正後の宮崎県乳幼児医療費助成事業費補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行日以後

に医療機関において受診した乳幼児に係る医療費についての市町村助成経費について適用

し、同日前に医療機関において受診した乳幼児に係る医療費についての市町村助成経費につ

いては、なお従前の例による。

附 則

この要綱は、平成７年４月１日から施行し、平成７年度の予算に係る宮崎県乳幼児医療費助

成事業費補助金から適用する。

附 則

この要綱は、平成８年４月１日から施行し、平成８年度の予算に係る宮崎県乳幼児医療費助

成事業費補助金から適用する。

附 則

この要綱は、平成９年４月１日から施行し、平成９年度の予算に係る宮崎県乳幼児医療費助

成事業費補助金から適用する。



附 則

１ この要綱は、平成１３年１月１日から施行し、平成１２年度の予算に係る補助金から適用

する。

２ 改正後の宮崎県子育て支援乳幼児医療費助成事業費補助金交付要綱の規定は、この要綱の

施行日以後に医療機関において受診した乳幼児に係る医療費についての市町村助成経費に

ついて適用し、同日前に医療機関において受診した乳幼児に係る医療費についての市町村助

成経費については、なお従前の例による。

３ 改正後の宮崎県子育て支援乳幼児医療費助成事業費補助金交付要綱の規定に基づく市町

村の条例の施行が平成１３年１月２日以降である場合、条例の施行日以後に医療機関におい

て受診した乳幼児に係る医療費についての市町村助成経費について適用し、同日前に医療機

関において受診した乳幼児に係る医療費についての市町村助成経費については、なお従前の

例による。

附 則

１ この要綱は、平成１７年１０月１日から施行し、平成１７年度の予算に係る宮崎県子育て

支援乳幼児医療費助成事業費補助金から適用する。

２ 改正後の宮崎県子育て支援乳幼児医療費助成事業費補助金交付要綱の規定は、この要綱の

施行日以後に医療機関において受診した乳幼児に係る医療費についての市町村助成経費に

ついて適用し、同日前に医療機関において受診した乳幼児に係る医療費についての市町村助

成経費については、なお従前の例による。

附 則

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。

附 則

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、平成２０年度の予算に係る宮崎県子育て支

援乳幼児医療費助成事業費補助金から適用する。

２ 改正後の宮崎県子育て支援乳幼児医療費助成事業費補助金交付要綱の規定は、この要綱の

施行日以後に医療機関において受診した幼児に係る医療費についての市町村助成経費につ

いて適用し、同日前に医療機関において受診した乳幼児に係る医療費についての市町村助成

経費については、なお従前の例による。ただし、３歳以上の者の入院外に係る医療費につい

ては、平成２０年１０月１日以後に医療機関において受診した幼児に係る医療費についての

市町村助成費について適用する。

３ 宮崎県子育て支援幼児入院医療費助成事業費補助金交付要綱（平成１７年４月１日定め）

は廃止する。ただし、平成１９年度の予算に係る宮崎県子育て支援幼児入院医療費助成事業

費補助金交付要綱の規定については、なお従前の例による。

附 則

この要綱は、平成２１年１２月１日から施行し、平成２１年度の予算に係る宮崎県子育て支

援乳幼児医療費助成事業費補助金から適用する。

附 則

この要綱は、平成２４年１２月１日から施行し、平成２４年度の予算に係る宮崎県子育て支

援乳幼児医療費助成事業費補助金から適用する。



別表（第２条関係）

１ 補助対象経費 ２ 補助基準額 ３ 補 助 額

(1) 医療費助成金 (1) 医療費助成金 第２欄のそれぞれに定

次の各号の条件をすべて満たす 入院、入院外の区分ごとに次の める補助基準額に２分の

乳幼児の医療費に係る一部負担金 算式による算定した額の合計額 １を乗じて得た額。ただ

について、市町村が現物給付によ Ａ－Ｂ－Ｃ し、それぞれにおいて、1,

り助成する場合における当該助成 Ａ：乳幼児の医療費に係る一部 000円未満の端数が生じ

に要する経費 負担金の年間合計額 た場合には切り捨てるも

ア 小学校入学前まで（６歳に達 Ｂ：自己負担額の年間合計額 のとする。

する日以後最初の３月３１日ま Ｃ：社会保険各法による高額療

で）の者であること。ただし、 養費及び附加給付額年間合

３歳以上（３歳に達する日の属 計額

する月の翌月以後）の者の入院

外に係る医療費については、そ (2) 審査支払手数料

の者の保護者が次の要件に該当 別に通知した１件当たりの額

していること。 に件数を乗じた額

児童手当法の一部を改正する

法律（平成２４年法律第２４号）

による改正前の児童手当法（昭

和４６年法律第７３号。以下「改

正前の法」という。）附則第７条

第１項の規定による給付を受け

ることができる者であって、前

年の所得（１月から５月までの

月分については、前々年の所得

とする。以下同じ。）が、４６０

万円（扶養親族等及び児童があ

るときは、４６０万円に当該扶

養親族等及び児童１人につき３

８万円（当該扶養親族等が所得

税法（昭和４０年法律第３３号）

に規定する老人控除対象配偶者

又は老人扶養親族であるとき

は、当該老人控除対象配偶者又

は老人扶養親族１人につき４４

万円）を加算した額）を超えな

いもの又は改正前の法附則第８

条第１項の規定による給付を受

けることができる者であって、

前年の所得が、５３２万円（扶

養親族等及び児童があるとき

は、５３２万円に当該扶養親族

等及び児童１人につき３８万円

（当該扶養親族等が所得税法に

規定する老人控除対象配偶者又

は老人扶養親族であるときは、

当該老人控除対象配偶者又は老



人扶養親族１人につき４４万

円）を加算した額）を超えない

ものであること。

イ 社会保険各法の規定による被

保険者又は被扶養者であること

ウ 生活保護法（昭和２５年法律

第１４４号）、児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）、母子保

健法（昭和４０年法律第１４１

号）その他の法令により、国又

は地方公共団体の負担において

医療費の全額を負担されている

者でないこと。

(2) 審査支払手数料

現物給付により助成する場合、

その審査支払に要する費用

備 考

１ 「現物給付」とは、宮崎県内の保険医療機関及び市町村が指定する宮崎県外の保険医療機関で助

成条件を満たす者が医療を受けた場合に、市町村がその者に代わり保険医療機関に助成対象医療費

を支払うことをいう。ただし、助成条件を満たす者が、市町村が指定していない宮崎県外の保険医

療機関で医療を受けた場合並びに療養費及び家族療養費に係る医療を受けた場合で、市町村がその

者に助成した経費についても補助対象に含めることとする。

２ 「社会保険各法」とは、次の各号に掲げる法律をいう。

(1)健康保険法（大正１１年法律第７０号）

(2)船員保険法（昭和１４年法律第７３号）

(3)私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）

(4)地方公務員等共済法（昭和３７年法律第１５２号）

(5)国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）

(6)国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

３ 「一部負担金」とは、社会保険各法の規定により保険給付を受ける者が負担すべき保険診療分に

係る額をいう。なお、「保険給付」とは、次に掲げるものをいう。

(1)社会保険各法に規定する療養の給付、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費

(2)社会保険各法に規定する被扶養者にあっては、前号に掲げる保険給付を受ける者が負担すべき保

険診療分に係る額をいう。

４ 「自己負担額」は、薬局を除き、１診療報酬明細書につき３５０円（３歳以上の者の入院外医療

費にあっては８００円）とする。ただし、県の定める額を超えて自己負担額を設定している市町村

にあっては、その額とする。


